
目次へ戻る 18 

８ 入園選考 

 

 

 

 

 

 

【選考指数の算出方法】 

 

  

 

 

 

【指数について】 

             … 保護者 1、２の状況（就労等）に応じて算出 

 

             … 世帯の状況に該当する項目に応じて算出 

 

 

 

  

８  入 園 選 考 

 

☆入園選考の三つのポイント 

一、  同じ希望園の中で、「選考指数」の高い児童から内定者を決定します。 

二、  同点の場合は、選考指数が同一となった場合の優先順位に基づき、内定者を

決定します。 

三、  希望園数や希望順位で有利・不利になることはありません。 

基本指数（保護者１） 基本指数（保護者２） 調整指数 

選 考 指 数 

✙ ✙ 

＝ 

基本指数 

調整指数 

入
園
・
延
長
選
考
と
申
込
み 

ご自身の選考指数を確認する場合は、「選考指数・必要  

書類 確認フォーム（２０２５）」をぜひご活用ください。 
 

https://logoform.jp/form/6KSu/751270 
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（１）基本指数表（評価基準表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入
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延
長
選
考
と
申
込
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選考指数は選考会議によって決定致します！ 

就労証明書等における就労実績が不足している場合は点数が低くなる場合があり

ますので、ご注意ください。 

詳細は、「P21基本指数・調整指数の取り扱いについて」をご確認ください。 

類型

10

9

8

9

8

7

8

7

6

5

5

8

7

6

7

保護者の状況
基本
指数

細目

就労

週５日以上
（月２０日以上）

　日中８時間以上の就労を常態

　日中６時間以上８時間未満の就労を常態

　日中４時間以上６時間未満の就労を常態

週４日
（月１６日以上）

　日中８時間以上の就労を常態

　日中６時間以上８時間未満の就労を常態

　日中４時間以上６時間未満の就労を常態

週３日
（月１２日以上）

　日中８時間以上の就労を常態

　日中６時間以上８時間未満の就労を常態

　日中４時間以上６時間未満の就労を常態

上記に該当しない者（月４８時間以上勤務）

求職活動 　新規就労者、採用内定者、求職中の者

学生

大学等 　週５日以上、日中８時間以上の就学をする者（大学院含む、研修医は外勤とする）

各種学校等 　週３日以上、日中４時間以上の就学を１年以上する者（カルチャースクール等は除く）

その他 　週３日以上、日中４時間以上の就学を６か月以上する者（カルチャースクール等は除く）

出産 　入所希望月の２月前から２月後までの間に出産の予定がある者

10

10

8

7

10

8

6

疾病・障害

長期入院 　概ね１か月以上の入院

病気重 　常時臥床、感染性疾患　（育児不可能）

病気中 　一般療養（育児困難）

病気軽 　一般療養（育児に支障あり）

障害重 　身体障害者手帳１・２級、愛の手帳１～３度、精神障害者保健福祉手帳１～３級（育児不可能）

障害中 　身体障害者手帳３級、愛の手帳４度（育児困難）

障害軽 　身体障害者手帳４級（育児に支障あり）

10

8

6

10

10

　週３日、日中４時間以上８時間未満の付添看護（介護）（同居親族の付添看護（介護）に限る。）

災害 　災害などによる家屋の損傷、災害復旧のため、保育にあたれない場合

不存在
  両親が不存在か行方不明で、両親以外の者が児童を保育している場合
 （母[父]子家庭等で、事情により祖父母が保育している場合は、保護者の要件とする。）

看護・介護

看護（介護）重 　週５日、日中８時間　常時付添看護（介護）（同居親族の付添看護（介護）に限る。）

看護（介護）中 　週３日、日中８時間以上の付添看護（介護）（同居親族の付添看護（介護）に限る。）

看護（介護）軽
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（２）調整指数表（調整基準表）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当する場合のみ必要が必要となる書類 P30 

入
園
・
延
長
選
考
と
申
込
み 

類型 細目 加算指数 条件・例外等

①文京区民である。 4
住民票及び居住実態のある者（児童及び保護者）。入所希望月の1日までに文京区へ転
入する者を含む。

②文京区民以外の区内在勤者・在学者である。 1

新規 新規入所である。 1 区内認可保育施設未入所児が対象。

生活保護 生活保護受給世帯である。 4 扶助証明必要。転園申請者は対象外。

①ひとり親世帯である。 3

死別、離婚、離婚調停中の者又は婚姻によらないで母又は父になった者。戸籍謄本・家
裁の調停申立書等による証明が必要。ひとり親家庭の状況申告書が未記入の場合や同一
住所・同一建物に住民票がある場合（別居の実態を証明する書類の提出がある場合は除
く。）は対象外。

②別居の状態にある。 1

別居の場合は、別居の実態が確認できる場合かつ保育の援助が必要であることを証明で
きる場合のみ加点対象です。自宅と別居先が、特別な事情がなく近隣であると判断され
る場合は認められません。
単身赴任の予定で、申込み時点で別居状態にない場合は、入所希望日時点で別居予定と
なる証明があれば対象。
単身赴任等により申込み時点で別居状態にあり、入所希望日以降も継続する予定の者。
就労証明書の備考欄に単身赴任の旨の記載がないものは対象外。
ひとり親家庭の状況申告書が未記入の場合は対象外。

①きょうだいが区内認可保育施設在園である。 2 きょうだいが区内認可保育施設に在園している場合に対象。

②小学校３年生までのきょうだいがいる。 1

③申込児が多胎児 2 新規の同時申請の場合のみ対象。

①申込児が身体障害者手帳、愛の手帳の交付を受
けている。またはそれに準ずる場合。

2

②保護者が身体障害者手帳３級以上、愛の手帳４
度以上、精神障害者保健福祉手帳３級以上の交付
を受けている。または申込児のきょうだいが身体
障害者手帳、愛の手帳の交付を受けている。また
はそれに準ずる場合。

1 基本指数の類型が「障害」、きょうだいの「看護・介護」以外の場合が対象。

受託
月48時間以上、区外認可保育施設・認可外保育施
設等（幼稚園含む）に継続して６か月以上預けて
おり、受託証明書の提出がある。

1 育児休業取得期間は対象期間から除く。

待機
入所申請から６か月以上待機している。
(転所の場合を含む）

1 育児休業取得期間は対象期間から除く。

親族 近隣在住で保育に協力できる祖父母がいない。 1
近隣在住（同居及び保護者住所地から500m以内）の祖父母（入所希望月の1日時点で
65歳未満）が就労、就学、療養等の状況になく、日中保育にあたれる場合を除く。

採用内定 採用内定がある、または就労開始後１か月未満である。 1
基本指数８点以上の就労要件に該当する勤務条件の場合が対象。
基本指数が「求職活動」の場合のみ適用。

卒園児
年齢上限のある区内の認可保育施設の卒園に伴う
入所申込みである。

2
本冊子52頁「２・３歳までの保育所卒園後の保育」中の「（１）卒園後に再度入園申込
みが必要な保育所」を卒園する文京区在住の児童で、引続き４月入所を希望する場合の
み対象。

失業者
主として生計を維持する者が入園希望月の申込受
付開始日より３か月以内に失業し、就労の必要性
が高い。

2 前年（前々年）の収入が高い方の保護者の失業に伴って、求職中要件での申請の場合。

育休明け
育児休業の為、区内認可保育施設を卒園前に退園
し、復職時に伴う再入園の申込となる。（きょう
だい同時申請の場合に限る。）

3
出産月の前後２か月の間に、育児休業取得に伴い、区内認可保育施設を退園し、退園か
ら１年以上経過後、育児休業終了に伴い退園した児童と育休に係る児童が同時に入園申
込の場合。

辞退
入所申請した同じ年度中に区内認可保育施設の内
定を辞退している。

― 新規・受託・待機の加算は行わない。

滞納 保護者に保育料・延長保育料の滞納がある。 ―
調整指数の計上は全て行わない。転園、延長保育は選考外。
滞納については、申込締切時に３か月分以上の保育料・延長保育料の未納がある者が対
象。

世帯の状況

区民

ひとり親

障害

多子

※多子は保育所入所年齢（生後４か月以上）で、保育所入所申込みがなく、認可外保育施設等（幼稚園含む）にも未入所の児童が一人でもいる場合は対象外。
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順位 類型

1 区民①

2 滞納なし

3 生活保護受給世帯

4 ひとり親①

5 内定辞退なし

6 障害①

7 障害②

8 基本指数

9 育休明け

10 卒園児

11 保育士等

12 多子①

13 基本類型順

14 新規

15 ひとり親②

16 多子③

17 多子

18 受託

19 待機

20 収入１

21 区民としての期間

22 収入２

※「希望する保育所に入所できないときに、育児休業の延長が許容できる」旨の意思表示がある場合は、順位21及び順位22に基づいて、優先順
位を決定します。

区民税所得割額の低い順。

調整指数「多子③」の加算がある。

調整指数「多子」加算があり、より人数の多い方を優先。

保育料階層（A、B、C、D０～２５）の低位の順。

調整指数「ひとり親②」の加算がある。

調整指数「待機」の加算がある。

調整指数「受託」の加算がある。

継続する文京区民としての期間が長い順。ただし、父と母で期間が異なる場合は、期間が長い方の保護者同士で
比較する。

細目

調整指数「区民①」の加算がある。

保育料・延長保育料の滞納がない。

調整指数「生活保護」の加算がある。

調整指数「ひとり親①」の加算がある。

調整指数「卒園児」の加算がある。

☆選考指数が同一になった場合は、下記の順位に基づいて、優先順位を決定します。

調整指数「新規」の加算がある。

両親合算基本指数の高い順（就労内定・求職中区分では、採用内定のある者を優先する）。

申込み児童について、当該年度中に内定辞退をしていない。

調整指数「障害②」の加算がある。

調整指数「障害①」の加算がある。

不存在、災害、疾病・障害、就労、看護・介護、出産、学生、就労内定、求職（両親のうち高い方を比較）の順。

調整指数「多子①」の加算がある。

調整指数「育休明け」の加算がある。

申請児童の保護者が、認可保育園、地域型保育事業、認証保育所、幼稚園、企業主導型保育所、認可外保育施設（東
京都認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書が交付されている施設）に、保育士、保育教諭または幼稚園教
諭として、基本指数９点以上に該当する勤務条件で勤務している、または入園希望月より勤務を予定している場合
（ただし、就労証明書及び保育士証等の写しの提出があって確認できる場合に限る）。

【基本指数の取扱いについて】
1  保護者の状況を証明する書類の不足・不備により、基本指数が確定できない場合、当該保護者については基本指数の類型に属さない５点と扱う。

2  就労・就学の時間には休憩時間を含み、通勤・超過勤務・通学時間を含まない。

3
 短時間勤務制度（時短）利用者の　①「時短による就労時間が６時間に満たず、かつ正規の就労時間より２時間を超えて短い場合」または②「就労日数を
短縮する場合」は、短縮後の就労日数・時間で指数を決定する。（例：週5日8時間就労⇒週5日6時間就労を下回る場合は指数変更）

4  基本指数は、保護者が２人のときは父母それぞれの指数を合算し、保護者が１人のときはその指数に１０点を加え決定する。

5

 類型はいずれか一つを適用するものとし、複数の類型にまたがるものは合算しない。
「出産」とそれ以外の類型の両方に当てはまる場合は、「出産」が優先するものとする。
 ただし産前・産後休暇のみで復帰（または幼児保育課の指定する期限までに復帰）する場合は、「就労」の要件を優先する。

6
 申込月の一日時点で就労実績が1か月に満たない場合は、「求職活動」として扱う。
 ただし、４月入所申請については、１月１日以降の就労を除いて審査を行う。また、離婚等の直後にある場合を除く。

7
 申込月の一日時点で就労実績が1か月に満たない場合でも、前職離職日から３か月以内に就労を開始している場合には、前職の就労実績も含めて指数を決
定する。

8  就労の指数は、勤務条件に見合った実績があることを前提とする。ただし、育休中の保護者については、産休前の就労実績も含めることができる。

9  就労内定で入所した場合、入所後内定先の事業所で就労しない場合や時間が変更になった場合は再選考となる。

10
 日中とは午前７時１５分から午後６時１５分までをいう。ただし、完全に日中以外の時間に就労等該当となる場合、
 日中の就労時間の２/３を就労時間とみなす。

11 「希望する保育所に入所できないときに、育児休業の延長が許容できる」旨の意思表示がある場合は、保護者それぞれの基本指数を0とする。

【調整指数の取扱いについて】
1  区民、ひとり親、多子の同類型の中の細目については、重複して加算しない。

2  新規、多子、親族は入所希望月時点で該当となる場合のみ加算する。

3  生活保護受給世帯とひとり親はいずれか一方のみ加算する。

4
 多子は保育所入所年齢（生後４か月以上）で、保育所入所申込みがなく、認可外保育施設等（幼稚園含む）にも未入所の児童が一人でもいる場合は対象
外。

5
前年度末において、きょうだいが区内認可保育施設の卒園児の場合、多子①の加算対象外となる。ただし、その他のきょうだいが区内認可保育施設在園児
の場合を除く（4月入園のみ）。

6 きょうだいが居宅訪問型保育施設の在園児の場合は、多子①の加算対象とはならない。

7
 入園選考において「卒園児」及び「待機（受託）」はいずれか一方のみ加算する。ただし、卒園児の加算に該当した後、新たに受託または待機に該当した
場合を除く。

8  多子と育休明けはいずれか一方のみ加算する。

9 「希望する保育所に入所できないときに、育児休業の延長が許容できる」旨の意思表示がある場合は、調整指数の加算は行わない。

1
令和４年１１月時点でベネッセかごまち保育園に在籍していた３歳児が卒園に伴う申請をする場合、卒園児の加算を行うことができる。その場合、４歳児
への進級は保証されない。

2 入所時点で進級先（連携先）のない保育施設の卒園に伴う申請をする場合、条件を付して、１次選考後に空きがある施設へ優先的に案内を行う。

【備考】
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９ 延長保育（区立）選考 

☆延長保育選考の三つのポイント 

一、 同じ園の延長保育希望者の中で「選考指数」の高い児童から内定者を決定します。 

二、 同点の場合は、延長保育選考指数が同一となった場合の優先順位に基づき、 

内定者を決定します。 

三、 保育料を滞納している方は、延長保育の選考対象外となります。 

 

【選考指数の算出方法】 

 

 

 

 

 

【基本指数表（評価基準表）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※延長保育の要件（週 3 日以上、就労により午後 6 時 15 分までに迎えに来ることができない）が

ない場合は、選考対象外となります。 

※入園・転園選考とは別で実施するため、「月極め延長保育が利用できなければ入園・転園しな

い」というお申込みはできません。利用できない場合も入園・転園が決定されますので予めご

了承ください。 

 

９ 延長保育（区立）選考 

 

基本指数（保護者１） 基本指数（保護者２） 調整指数 

選 考 指 数 

✙ ✙ 

＝ 

重要事項（延長保育） P55 
 

延長保育 P13 

入
園
・
延
長
選
考
と
申
込
み 

10

８

５

【選考指数の取り扱いについて】

1

2

3

4

5

基本
指数

　園到着時間が、週４日以上午後６時1５分以降になることを常態

　園到着時間が、週３日午後６時1５分以降になることを常態

保護者の状況

就労

類型 細目

園到着時間は、勤務先が証明する通常勤務時間に勤務先から保育所までの所要時間を加えた時間とする。超過勤務の実績がある場合は、超過勤務の実績を超過勤務の日
数で除した時間を園到着時間に加えることができる。

申込月の1日時点で就労実績が1か月に満たない場合は、「新規就労者」として扱う。
ただし、4月入所選考については、1月1日以降の就労を除いて審査を行う。また、離婚等の直後にある場合を除く。

基本指数は、保護者が2人のときは父母それぞれの指数を合算し、保護者が1人のときはその指数に10点を加え決定する。

申込月の1日時点で就労実績が1か月に満たない場合でも、前職離職日から3か月以内に就労を開始している場合には、前職の就労実績も含めて指数を決定する。

保護者の状況を証明する書類の提出がない場合、当該保護者の基本指数を5点とする。

　園到着時間が、週３日以上午後６時１５分以降になることを予定新規就労者、採用内定者
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【調整指数表（調整基準表）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

入
園
・
延
長
選
考
と
申
込
み 

順位 類型

1 再申込み

2 ひとり親①

3 ひとり親②

4 在園児等①

5 在園児等②

6 多子①

7 延長保育スポット

8 受託

9 待機

10 小学校低学年

13 区民としての期間

14 収入

調整指数「在園児等②」の加算がある。

小学校１年生から３年生までのきょうだいがいる。

☆選考指数が同一になった場合は、下記の順位に基づいて、優先順位を決定します。

細目

調整指数「再申込み」の加算がある。

調整指数「ひとり親①」の加算がある。

調整指数「ひとり親②」の加算がある。

調整指数「在園児等①」の加算がある。

調整指数「多子①」の加算がある。

月極め延長保育の申込月の前月から起算して直近6か月以内に、延長保育スポットを利用している。

調整指数「受託」の加算がある。

調整指数「待機」の加算がある。

継続する文京区民としての期間が長い順。ただし、父と母で期間が異なる場合は、期間が長い方の保護者同士で比較
する。

区民税所得割額の低い順。

類型 細目 加算指数 条件・例外等

再申込み
産休・育休取得前に区立認可保育所の月極め延長保育を既に辞
退しており、産休・育休取得のために辞退し、復職後に伴う同
園の月極め延長保育の再申込みとなる。

4
産休・育休取得に伴い、区立認可保育所の月極め延長保育を辞退した児童に限る。ただし、産休・
育休取得に伴い月極め延長保育を辞退した児童及び当該産休・育休にかかる児童のきょうだいが同
時申込みする場合は、児童のきょうだいも対象。

①ひとり親世帯である。 3
死別、離婚、離婚調停中の者又は婚姻によらないで母又は父になった者。戸籍謄本・家裁の調停申
立書等による証明が必要。ひとり親家庭の状況申告書が未記入の場合や同一住所・同一建物に住民
票がある場合（別居の実態を証明する書類の提出がある場合は除く。）は対象外。

②別居の状態にある。 2

別居の場合は、別居の実態が確認できる場合かつ保育の援助が必要であることを証明できる場合の
み加点対象です。自宅と別居先が、特別な事情がなく近隣であると判断される場合は認められませ
ん。
単身赴任の予定で、申込み時点で別居状態にない場合は、入所希望日時点で別居予定となる証明が
あれば対象。
単身赴任等により申込み時点で別居状態にあり、入所希望日以降も継続する予定の者。
就労証明書の備考欄に単身赴任の旨の記載がないものは対象外。
ひとり親家庭の状況申告書が未記入の場合は対象外。

①利用を希望する保育所における保育を既に利用している。 2

②利用を希望する保育所にきょうだいが在園している。 2

①きょうだいが区立認可保育所の月極め延長保育を既に利用し
ている。

3

②きょうだいが私立認可保育所（地域型保育事業を含む）の月
極め延長保育（午後6時15分以降）を既に利用しおり、受託証
明書の提出がある。

2

③きょうだいで同時申込みしている。 1
区立認可保育所への申込みに限る。きょうだいが同園でない場合も対象となるが、きょうだいのう
ちいずれかが入所保留となる又は私立認可保育所（地域型保育事業を含む。）に内定し、月極め延
長保育の選考の対象とならない場合は対象外。

受託

週３日以上、延長保育の利用時間帯（午後６時１５分以降）に
有料で他の保育サービス等（親族・知人に預ける場合を除
く。）を継続して6か月以上利用しており、受託証明書の提出が
ある。

1
育児休業取得期間は対象期間から除く。
利用を希望する保育所に既に在園している場合に限る。

待機
月極め延長保育の申請から６か月以上待機している。
(転所の場合を含む）

1
育児休業取得期間は対象期間から除く。区立認可保育所から別の区立認可保育所へ転所する場合
に、引き続き月極め延長保育を申請しているときは、当該申請期間も対象期間とする。

親族 近隣在住で保育に協力できる祖父母がいない。 1
近隣在住（同居及び保護者住所地から500m以内）の祖父母（入所希望月の1日時点で65歳未
満）が就労、就学、療養等の状況になく、保育にあたれる場合を除く。

世帯の状況

ひとり親

多子

在園児等


